
政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(２) 施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この施策に関わる施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 施策を構成する事務事業及び目標値の達成状況
事 務 事 業 名

No 推 移
事務事業目標指標

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績
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１．施策の令和 2年度までの実現状況を明らかにする
(１) 施策の内容

人口増の鈍化、少子高齢化の進行による扶助費等の増高や様々な行政需要の拡大に伴い歳出が増加する中、効果の高い事業

の選択と集中及び自主財源の確保が求められています。本市の財政状況と国・県の動向を的確に分析し、有利な国・県支出

金、地方債等の財源の研究と導入を図るとともに、自主財源の拡大に向けた取り組みを進めていきます。

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 4年度

暮

ら

し

財政健全化判断比率（実質公債費比率）

1 6.5 6 5.5 5 5 Ｃ
％ 6.8

6.8 6.1 - - - 38.9

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度



針

の実現に必須であるた

に

め、見直しの必要はあ

つ

りません。

(１) 令

い

和 4年度方針策定に

て

際し、今後の方向性や

の

引継課題

【今後の方向

達

性】

市を取り巻く環境

成

は刻々と変化しており

（

、その変化に即応した

実

財政運営に向けて、現

現

在そして予測しうる将

）

来の社会経済情

勢や市

状

の行財政状況を踏まえ

況

て、予算編成や財政計

Ｂ

画の見直しを行う必要

概

があります。

【引継課

ね

題】

これまでの歳入拡

達

大や歳出削減の取組を

成

継続する一方、新型コ

し

ロナウイルス感染症の

た

市の財政に与える影響

Ｂ

を踏まえて、次

年度以

概

降の予算編成や財政計

ね

画の見直し、個別施設

達

計画における更新等経

成

費の財政計画への反映

し

について検討する必要

た

があ

ります。

(１) 施策の実現に影響する社会環境変化
Ａ 社会環境変化なし

(２) 基本施策との関連性から施策の見直し
Ａ 必要なし

４．施策の実現に向けての今後の取り組みと方向性を明らかにする

Ｂ 課題あり
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２．施策の実現に向けての令和 2年度までの取り組み状況を分析する

・予算編成については、各部等に一般財源の割当基準額を示した

政

うえで、当該基準額に

 

関わらず可能な限り額

 

を圧縮するよ

う要請す

 

ることによって生み出

 

された財源を、他の事

策

業に振替えることによ

:

り事業の選択と集中を

基

図りました。

・自主財

本

源の確保については、

施

ふるさと納税の体制見

策

直し、企業版ふるさと

:

納税の実施、自動販売

施

機設置場所の入札の拡

 

大

、会計年度任用職員

 

からも駐車場協力金を

 

徴収、市有財産の売却

 

の推進等の取組を行い

策

ました。

・実質公債費

:

比率については、目標

施

値を下回ることはでき

策

ませんでしたが、早期

担

健全化比率（25.0

当

％）よりは大きく下回

職

っ

ており、概ね適正な

・

財政運営を行うことが

氏

できました。

(２) 

名

基本計画内の取り組み

(

と方針のうち、令和 

１

2年度の重点課題の達

)

成（実現）状況

【重点

 

課題】

新たな自主財源

施

の確保

【重点課題に対

策

応した達成状況】

これ

目

までの取組の拡充を行

標

い、市有財産（不動産

の

、動産）の売却の推進

達

により前年度を大幅に

成

超える財産収入を得ら

（

れたほ

か、ふるさと納

実

税や自動販売機設置場

現

所の入札による貸付収

）

入についても、前年度

に

を大きく上回ることが

向

できました。

３．施策

け

の実現に向けての令和

た

 2年度実施後での変

基

化を認識する

当施策に

本

影響する社会環境変化

計

はありません。

平成２

画

７年度から実施してい

期

る財政構造改革は、こ

間

れまでに一定の成果を

内

上げており現在は歳入

の

拡大・歳出削減といっ

取

た歳

入歳出両面からの

り

見直しと、歳入に見合

組

った事務事業の選択と

み

実施に努めております

と

。今後もこの施策を継

方

続することが基

本施策



政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(４)所管実行計画事業費一覧
事    務    事    業    名

No 分    野    別    計    画
計画額 実績額 比較 (%)

実    施    計    画
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